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１．はじめに

近年，学校教育の中で「キャリア教育」という言葉
を耳にする機会が非常に多くなっている。この「キャ
リア教育」という言葉は，それが用いられるように
なってからまだ１０年前後しか経過していない比較的新
しい言葉であるが，初等教育から高等教育までの全て
の学校教育段階において，もはやその言葉を耳にしな
い場面はないといっても過言ではないくらい今日では
幅広く用いられている言葉であるといえる。
この「キャリア教育」というものについて，学校教

育を所管する文部科学省ではこれを「一人一人の社会
的・職業的自立に向け，必要な基礎となる能力や態度
を育てることを通して，キャリア発達を促す教育」と
定義している１）。一方，この「キャリア教育」には文
部科学省以外にも複数の省庁が政策の立案・実施に携
わっている２）が，そのうちの１つである経済産業省は
そのホームページに「キャリア教育とは，その実施を
通じて，青少年一人一人の個性・特性を見極め，将来
の進路と日々の教育活動の意義とを結び付け，社会的
自立に向けた力を育んでいくものである」という一文
を掲載している３）。文言は多少異なるものの，基本的
には「社会的・職業的自立に必要な能力や態度を学校
教育の中で養うこと」が「キャリア教育」という言葉
で表わされていることが分かるものとなっている。
このように，「キャリア教育」は具体的な教育プロ

グラムを指すものではなく抽象的な定義がなされてい
るものであり，その具体的な意味内容は非常に漠然と
したところがある。このことについて，現在文部科学
省初等中等教育局児童生徒課で生徒指導調査官を務め
る藤田晃之は藤田（２００３）において，「キャリア教育
は，各学校が児童・生徒の地域や実情に応じつつ，創
意・工夫をもって取り組むべきものであり，全ての学
校に有効な方策はおそらく存在しない」と述べてい
る４）。全ての学校を対象とした画一的なプログラムを
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設けるべきものではなく，各学校がその実情に応じた
独自のプログラムを設けるべきことが語られている。
しかし，敢えてその具体的な意味内容に目を向けて

みたとき，「キャリア教育」という言葉で表わされる
教育には，それが世に表れてから１０年前後の時が経過
する中で大きな変化が生じていることが分かる。特に
２００９年度から２０１０年度にかけては，それまで初等・中
等教育が主な舞台となっていたキャリア教育のうち，
初等・中等教育段階を舞台として行われていた「キャ
リア教育総合推進プラン」や「中学校におけるキャリ
ア教育の指導内容の充実」プログラムが「行政刷新会
議」において「事業仕分け」の対象として採り上げら
れた５）一方で，就職氷河期以来の落ち込みを記録する
大学生の就職内定率低下に歯止めをかけるべく，文部
科学省による「大学生の『就業力』向上５カ年計画」
の柱として大学・短期大学でのキャリア教育実施が
２０１１年度から義務化されることが発表される６）など，
キャリア教育の主要な舞台が従来の初等・中等教育段
階から今後は高等教育へと移行していくことが予測さ
れる状況が現れている。そして，この２００９～２０１０年度
にかけての出来事に代表されるような様々な変化が生
じる中で，そもそもの定義が漠然としたものであるが
故に，この「キャリア教育」という言葉が用いられ始
めた当初の意味づけはどこか置き去りにされ，忘れ去
られつつある状況が今日では現出されつつある。
そこで本論文では，近いうちに「キャリア教育」の

主要舞台に大きな変化が生じることの予測される今日
だからこそ，改めて「キャリア教育」という言葉が初
めて登場した当初の具体的な意味内容を整理し，その
言葉に込められたそもそもの意味を明らかにすること
にしたい。今日的な「キャリア教育」という言葉の意
味の是非を問う以前に，単純に物事の変化を追う上で
も，「出発点」をはっきりさせておくことには非常に
重要であると考えられるからである。
具体的な考察の対象として，本論文では１９９９年１２月

１６日に当時の文部省中央教育審議会「初等中等教育と
高等教育との接続の改善に関する小委員会」から出さ
れた答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善に
ついて」に着目する。それに着目する理由とその着目
の仕方については次章で詳しく述べることにする。
なお，冗長な文言を繰り返し使用することを避ける

ため，以下，本論文では引用文献で他の表現を用いて
いるなどの特別な場合を除き，中央教育審議会を「中
教審」，答申「初等中等教育と高等教育との接続の改
善について」を「接続答申」，中央教育審議会「初等

中等教育と高等教育との接続に関する小委員会」を
「接続小委」と略記することにする７）。

２．対象選定の理由と先行研究の検討

Ａ．対象選定の理由

本論文が「接続答申」に着目する理由，それは，「接
続答申」が文部省関連の公式文書で「キャリア教育」
という言葉を用いた初めての文書であり，この「接続
答申」を今日に繋がるキャリア教育の起点として捉え
ている先行研究が多数存在するからである。
「接続答申」を今日に繋がるキャリア教育の起点と
して捉えている先行研究として，たとえば日本キャリ
ア教育学会編（２００８）がある。そこでは「わが国でキャ
リア教育の本格的な取り組みの契機となったのは，
１９９９年（平成１１年）１２月の中央教育審議会答申『初等
中等教育と高等教育との接続について』である」８）と
されている。また，渡辺（２００４a）においても，「『キャ
リア教育』という言葉が『初等中等教育と高等教育と
の接続の改善について』という中央教育審議会答申で
初めて登場して以来，各方面から注目されるように
なった」９）として，「接続答申」に「キャリア教育」と
いう言葉が現れたことがその後キャリア教育が注目さ
れていくことの契機になったとしている。その他に
も，大津（２００８）における「キャリア教育という言葉
が，文部科学行政関連の審議会報告に初めて登場した
のは，中央教育審議会答申『初等中等教育と高等教育
との接続の改善について』（１９９９年１２月）でのこ
と」１０）といった記述や，三村（２００３）の「平成１１年１２
月の中央教育審議会答申『初等中等教育と高等教育と
の接続について』で，初めてキャリア教育の用語が使
用され，小・中・高１２年間の継続したキャリア教育が
求められた」１１）といった記述，吉田（２００４）での「キャ
リア教育が叫ばれるようになった契機は，平成１１年１２
月の中央教育審議会答申『初等中等教育と高等教育と
の接続の改善について』である」１２）といった記述など，
「キャリア教育の起点」として「接続答申」の重要性
を強調している先行研究は「枚挙に暇がない」といっ
ても過言ではないほど多い。「接続答申」がその後の
「キャリア教育」の起点であるということが広く認識
されている状況をはっきりと確認することができる。
こうした捉え方は文部省側の関係者からも見てとる

ことができる。たとえば，「接続答申」が出された１９９９
年当時に文部省職業教育課の教科調査官を務めていた
鹿嶋研之助は，「改めて断るまでもないが，キャリア
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教育は，平成１１年１２月中央教育審議会答申『初等中等
教育と高等教育との接続の改善について』で，その推
進が提唱された」１３），「平成１１年１２月の中央教育審議
会答申で推進が提唱されたキャリア教育」１４）など，「接
続答申」がキャリア教育推進のスタートラインであっ
たということを随所で語っている。また，鹿嶋の後任
である板橋孝志も「文部科学省関係の諸答申などに
『キャリア教育』が登場したのは，平成１１年１２月の中
央教育審議会答申『初等中等教育と高等教育の改善に
ついて』が初めてである」１５）として，「接続答申」が
もつインパクトを強調しており，板橋の後任である宮
下和己も「『キャリア教育』という文言が，文部科学
行政関連の審議会報告等で初めて登場したのは，中央
教育審議会答申『初等中等教育と高等教育との接続の
改善について』（平成１１年１２月）である」１６）とするな
ど，文部省，あるいは文部科学省として「接続答申」
をキャリア教育のスタート地点と位置づけているかの
ような様相がこれらから読み取れることとなる。

Ｂ．先行研究の批判的検討

こうして随所で「キャリア教育の起点」として取り
上げられる「接続答申」であるが，これらの先行研究
を具に見ていくと，１つの疑問が生じることになる。
ここまでに取り上げたものはいずれも「文部省関連の
審議会報告等で初めて『キャリア教育』という語が用
いられたこと」のみをもって「『接続答申』がキャリ
ア教育の起点である」という論を展開しており，「接
続答申」で「キャリア教育」という語が現れたことの
背景には全く触れていないからである。
もちろん，文部省関連の審議会報告に「キャリア教

育」という語が初めて現れたという事実は過小評価す
べきものではない。「接続答申」の中に「キャリア教
育」という語が掲げられたことには，確かに一定のイ
ンパクトが認められる出来事であることは事実であろ
う。しかし，答申に盛り込まれるまでには，答申に至
るまで約１年間にわたって繰り広げられた「接続小
委」における議論があり，また「接続小委」での議題
として取り上げられるためには，それ相応の社会的な
背景があったことは想像に難くないといえる。答申は
あくまで「審議会のアウトプット」であり，諮問から
答申に至るまでには多数のヒアリングから論点整理の
ための審議，さらには自由討議が積み重ねられること
は既に指摘されているとおりである１７）。にもかかわら
ず，先に挙げた諸々の先行研究では「答申の文中に初
めてその文言が登場したこと」をもって「接続答申」

をキャリア教育の起点とし，そこに至るまでの背景を
一切捨象してしまっている。これだけでは，「形式上
の起点」を捉えることで満足してしまい，「実質的な
起点」を考える視点が欠落していると言っても過言で
はないであろう。
では，「接続答申」中に「キャリア教育」という語

が現れたことの背景にはいったい何があったのか。こ
のことを，次章において「接続小委」の議論を見てい
く中で明らかにしていくこととしたい。

３．「接続答申」と「接続小委」の分析

「接続小委」での議論および「接続答申」の分析に
先立ち，次頁に〈表１〉として「接続小委の開催状況
一覧表」を作成した１８）。
この表からも分かるとおり，「接続小委」での議論

で取り上げられた話題は初等教育段階から高等教育段
階まで非常に多岐に渡っており，この委員会の中で
キャリア教育に関する議論がどう展開されたかを追う
ことで，「接続答申」において「キャリア教育」とい
う言葉が有する意味，「接続答申」における「キャリ
ア教育」という言葉の位置づけを鮮明に捉えることが
可能になると思われる。そこで，諮問から答申に至る
までのプロセスにおいてキャリア教育に関する議論が
どのように展開されていったのか，以下詳しく見てい
くこととしたい。

Ａ．諮問とその背景

まずは１９９８年１１月６日に出された諮問から確認す
る。
この諮問において，キャリア教育に関する議論へ直

接繋がっていくと思われる部分は，諮問そのものには
明記されていない。ただし，諮問理由説明の末尾から
２つ目の段落に以下の記述がある。

その他関連する施策についてでありますが，（中
略）学校における望ましい職業観の育成や職業生活
に結びついた教育内容等，学校教育と職業生活との
接続にかかわる課題についても，御検討をいただき
たいと考えております。

このときの諮問事項は「初等中等教育と高等教育と
の接続の改善について」であるが，それに関連する施
策の１つとして「学校教育と職業生活との接続」も検
討事項に挙げられていることが分かる。
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表１ 「接続小委」の開催状況一覧

回数 日 時 主な議題 意見発表者（敬称略／所属・肩書は当時）

１９９８／１１／６ 諮問

１ １９９８／１２／３ 大学入試の改善

２ １９９９／１／１９ 初等中等教育と高等教育との役割分担

３ １９９９／１／２６ 高校教育の現状
岡本裕之（全国高等学校長協会）

西本憲弘（聖学院大学教授）

４ １９９９／２／１０ 大学教育の現状
森正夫（愛知県立大学学長）

柳井晴夫（大学入試センター）

５ １９９９／２／２４ 大学入試の在り方
耳塚寛明（お茶の水女子大学教授）

池田輝政（メディア教育開発センター）

６ １９９９／３／１０ 日本の大学入試
久野猛（元日比谷高校校長）

久保田宏明（頴明館中学・高等学校長）

７ １９９９／３／２３ 大学入試センター試験

８ １９９９／４／２７
大学入試の試験問題 丹羽健夫（河合塾進学教育本部長）

中学校と高等学校との接続 坂井貞雄（伊奈町立南中学校長）

９ １９９９／５／１１ 学校教育と職業生活との接続

成瀬健生（日本経団連常務理事）

吉本圭一（九州大学助教授）

茂里一紘（広島大学大学教育研究センター長）

１０ １９９９／５／３１ 高等学校と大学との接続

１１ １９９９／６／９ 大学入試の改善

１２ １９９９／６／２３ 学校教育と職業生活との接続

１３ １９９９／７／８ 大学入学資格検定（大検）

１４ １９９９／７／１４ 高等学校と大学との接続と大学入試

１５ １９９９／７／２８ 各教育段階間の接続

１６ １９９９／８／６ 大学入試の在り方

１７ １９９９／８／２４ 初等中等教育の役割

１８ １９９９／９／６ 中等教育における到達度評価

１９ １９９９／９／１４ 初等中等教育の役割／大学入試

２０ １９９９／１０／７ 中間報告案の検討

２１ １９９９／１０／１３ 中間報告案の検討

２２ １９９９／１０／１８ 中間報告案の検討

１９９９／１１／１ 中間報告

１９９９／１２／１６ 答申

（上記のうち，第１４回から第２２回は自由討議）
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では，この「学校教育と職業生活との接続にかかわ
る課題」というものが改善すべき問題として認識され
たのは，この諮問が初めてのことであったのであろう
か。
この諮問以前に行われた文部省関連の審議会を追っ

ていくと，この問題には必ずしも「Yes」と言えない
状況が見えてくる。その１つの例が，１９９８年７月２３日
に出された理科教育及び産業教育審議会（以下「理産
審」と略記）の答申「今後の専門高校における教育の
在り方等について」である。この答申は主として専門
高校における教育を扱ったものであるが，「関連して
改善が望まれる事項」の中に「普通科における職業教
育の充実」が挙げられており，そこでは次のような記
述がなされている。

初等中等教育における職業教育は専門高校におい
てのみなされるべきものという従来の認識を改め，
高等学校の普通科等においても，生徒の実態に応
じ，（中略）職業生活を送るための基礎的な知識や
技術・技能に関する学習の機会を充実することが必
要である。

専門高校を場として行われてきた，従来の職業教育
を見直すことの必要性が語られていることになる。ま
た，１９９７年６月に出された中教審答申「２１世紀を展望
した我が国の教育の在り方について」でも，高等学校
における進路指導の改善を望む旨の記述がみられ，さ
らに１９９７年１月に文部省から発表された「教育改革プ
ログラム」においては，インターンシップを「学生が
在学中に自らの専攻，将来のキャリアに関連した就業
体験を行うこと」として「キャリア」という言葉を用
いた定義づけを行い，その推進を謳ってもいる。「接
続小委」への諮問が出される以前から，高等学校段階
において従来から行われてきた進路指導や職業教育を
見直す必要性が折に触れ語られていたことになるので
ある。
そして，もう１つ注目すべきは，１９９８年１１月６日の

「接続小委」に向けた諮問における以下の部分である。

大学及び高等学校の役割分担を明確にして接続の
改善を図ることに伴い，小学校と中学校，中学校と
高等学校の相互の接続の在り方についても検討が必
要になると考えております。

「初等中等教育と高等教育との接続」として，初等

教育と中等教育とがひと括りにされていることからも
分かるように，このときの諮問で最も重要な課題とし
て挙げられたのは高等学校と大学との接続であった。
しかしその一方で，小学校と中学校，および中学校と
高等学校との接続についても，改めて見直す必要性が
生じてくることが述べられているのである。
以上を踏まえると，こと職業教育に関してこの諮問

が意図したのは，既に１９９０年代の半ば頃から出始めて
いた，「高等学校における進路指導や職業教育の見直
し」という課題を，視点を高等学校段階に限定せず初
等中等教育と高等教育との接続という視点も含めなが
ら考え直すことであったといえる。そして，諮問の文
言を借りれば「学校教育と職業生活との接続にかかわ
る課題」とされるものを解決するための方策として考
えられたものが，「接続答申」で「キャリア教育」と
いう言葉を用いて表現されたわけである。
では，その「キャリア教育」の中身として考えられ

ていたものは一体どのようなものであったのか。この
ことを詳らかにするために，次に「接続小委」におけ
る「キャリア教育」に関連する議論を，流れを追って
細かく見ていくこととしたい。

Ｂ．「接続小委」における議論

先述の通り，「接続小委」において扱われた議題は
多岐にわたり，「学校教育と職業生活との接続」が主
要議題として扱われた回数は決して多くはない。議論
の中で関連する意見が突発的に現れる回は何度かある
ものの，「学校教育と職業生活との接続」が主要な議
題となったのは，１９９９年４月２７日に開催された第８
回，同年５月１１日に開催された第９回，６月２３日に開
催された第１２回，７月１４日に開催された第１４回の全４
回である。
このうち第８回では，当時伊奈町立南中学校の校長

であった坂井貞雄氏が意見発表者として出席し，自校
の取り組みとして「１年生での職場訪問」，「２年生で
の上級学校訪問」，「３年生での高等学校体験入学」を
行っていること，地域の職業人を招いての進路講演会
を開催していることを挙げたのち，以下の意見を述べ
ている。

青年期前期に当たる中学生が生涯学習というライ
フステージに立って，（中略）幅広く社会生活や職
業生活について学んで，望ましい職業観やら生きが
いについて思索をめぐらすことができるような，体
験的な進路指導を充実することが必要であります。
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その前数回で主に大学入試をめぐる議論が展開され
ていたこと，第８回のもう１人の意見発表者が河合塾
進学教育本部長（当時）の丹羽建夫氏であったことも
あり，質疑応答・意見交換では大学入試をめぐる議論
が多いものの，中には坂井氏の発表に対する質疑や意
見として進路指導をめぐる議論が交わされた場面もあ
り，「進路指導見直し」という点に関わっての具体的
な議論がこの第８回では展開されたことになる。
続く第９回では，日本経団連の成瀬健生氏，九州大

学助教授の吉本圭一氏，広島大学大学教育研究セン
ター長の茂里一紘氏の３氏（肩書は全て当時のもの）
が意見発表者として出席し，「学校教育と職業生活と
の接続」について意見を述べている。このうち成瀬氏
は「学校と職業生活の接続というのは，日本の場合，
国際的に見れば割合よいのではないか」としつつも，
若者の職業観・勤労観が欠如してきていることを問題
視して進路指導・職業教育の重要性を述べており，ま
た吉本氏は普通科高校における職業教育の重要性を挙
げ，具体的な改善の方策としてインターンシップの充
実や進路指導における外部人材の活用等を挙げてい
る。この吉本意見に対しては続く第１０回で委員から賛
同する意見が出されるなど，職業教育や進路指導と
いったものの改善方策として一定の評価が与えられた
ことが窺える。
その後さらに第１２回で「学校教育と職業生活との接

続」の問題が論点として再確認され，第１４回において
職業観・勤労観育成の重要性が改めて議論されてい
る。これらの議論を受けて，「接続小委」の中間報告
および最終的な「接続答申」において「学校教育にお
ける職業観・勤労観育成の重要性」が盛り込まれるこ
ととなったわけである。
なお，第２回の委員会においてアメリカの制度を見

ていく中で，ある委員の発言１９）中に「キャリア教育」
という文言が出てきており，「接続小委」全２２回中で
この言葉が発せられたのはこれが唯一の機会であった
が，これはあくまでアメリカで１９７０年代から行われて
きた「キャリア＝エデュケーション」２０）を指すもので
あり，このときの発言が「接続答申」に「キャリア教
育」という語が盛り込まれる直接の契機となった様子
は見受けられない。
このように，「接続小委」では何度か「学校教育と

職業生活との接続」が議論に上っているわけである
が，その中身は「職業観・勤労観育成の重要性」を改
めて見つめ直し，従来からの進路指導や職業教育の内
容を見直そうとするものであった。進路指導・職業教

育といった枠組みそのものを見直すものではなく，そ
こで行われる教育の内容を「接続小委」で展開された
議論の趣旨と合致するように改善していこうとするも
のであったといえる。

Ｃ．「接続答申」における「キャリア教育」

では，ここまで見てきた内容を踏まえて「接続答申」
における「キャリア教育」という言葉の意味を考える
と，いったいどのようになるのであろうか。
「接続答申」は全６章から構成される答申であり，
各章の題目は下記のとおりである。

第１章 検討の視点
第２章 初等中等教育の役割
第３章 高等教育の役割
第４章 初等中等教育と高等教育との接続の改善の

ための連携の在り方
第５章 初等中等教育と高等教育との接続を重視し

た入学者選抜の改善
第６章 学校教育と職業生活との接続

このうち，「キャリア教育」という言葉が登場する
のは最後の第６章の部分であり，そこではキャリア教
育は「望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識
や技能を身に付けさせるとともに，自己の個性を理解
し，主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教
育」と定義されている。フリーター志向の広がりを背
景とし，「こうした現象は，経済的な状況や労働市場
の変化なども深く関係するため，どう評価するかは難
しい問題であるが，学校教育と職業生活との接続に課
題があることも確かである」として，「キャリア教育
を小学校段階から発達段階に応じて実施する必要があ
る」とまとめている。
では，この答申をどう読み解くことが適切な理解の

仕方といえるのであろうか。
答申にはキャリア教育の具体的な内容として，「他

省庁や関係団体の協力も得ながら，在学中のインター
ンシップの促進等による体験的活動を重視していくこ
とや，企業経験者によるキャリアアドバイザーの配
置，教員のカウンセリング能力の向上等による進路に
関するガイダンス，カウンセリング機能の充実を初等
中等教育及び高等教育において進めていく必要があ
る」ということが記されており，この文言だけ見れば
確かにその後のキャリア教育の展開にも繋がり得る内
容となっている。しかしその一方，同答申は第２章に
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おいて各段階での教育目標に触れており，そこでは初
等・中等教育段階における職業観・勤労観育成は全く
触れられていない。強いて挙げれば，中学校段階にお
ける「職業選択のための準備」の必要性が挙げられて
いる程度である。さらに，第４章においては「進路指
導の一層の充実」が掲げられており，ベースとしては
従来から行われてきた進路指導の活用が念頭に置かれ
ていたことが窺える。
そして，もう一度この「接続答申」の正式名称に立

ち戻ってみると，それは「初等中等教育と高等教育と
の接続の改善について」というものである。全ての土
台として，「初等教育→中等教育→高等教育→職業生
活」という各段階の円滑な接続が考えられていたこと
が窺える。以上を踏まえて考察すると，この「接続答
申」における「キャリア教育」はこうした各教育段階
の円滑な接続を達成するための１つの具体例であり，
さらに言えば従来から行われてきた進路指導を初等教
育から職業生活までを視野に含めたものとして捉え直
すことを求めたものであるといえる。児美川（２００７）
ではキャリア教育が「進路指導改革としてのキャリア
教育」そして「若年雇用対策としてのキャリア教育」
へと展開していったとしている２１）が，このうち「進路
指導改革としてのキャリア教育」は，まさに「接続答
申」が掲げたキャリア教育を端的に表すものであった
といえるのである。答申のタイトルが示す通り，初等
中等教育から高等教育，そして場合によっては職業生
活へも至る筋道に一貫性を持たせることが最も重要視
された点であり，従来から行われてきた職業教育，あ
るいは進路指導についても，その観点から内容を見直
すことを提言したのが「接続答申」であったといえる
のである。
以上のことは，当時書かれた文献や，２０００年代半ば

になって当時を振り返った文献からも窺い知ることが
できる。たとえば，「接続答申」から約半年後，当時
文部省職業教育課の教科調査官を務めていた板橋孝志
は「接続答申」で挙げられた「キャリア教育」につい
て，留意すべきこととして次の内容を挙げている。

「『キャリア教育』を，『進路指導』として行われ
る教育に職業に関する知識・技能を修得するための
教育を加えたものとして捉えることによって，進路
指導と職業教育との一層の連携・総合化を図り，生
徒の学習をより職業生活との結びつきの深いもの，
技能獲得をも含む実感を伴ったものにしていく取り
組みを進めていくという視点である。」２２）

その上で，「『キャリア開発の砦』とも称される学校
教育での進路指導が有効に機能しているのかどうかに
ついて，もっと真剣に考える必要があるのではない
か」２３）として，進路指導の在り方に関する問題提起を
行っている。もちろん，板橋が当時職業教育課に所属
していた２４）こともある程度考慮に入れるべき事項では
ある。しかし，「接続答申」における「キャリア教育」
を進路指導の発展形として捉えていたことは上記の記
述から十分に窺い知ることができる。また，のちに初
等中等教育局児童生徒課長を務めることとなる尾崎春
樹はキャリア教育について「基本的に進路指導が本来
意味するところと差はなく，進路指導とは別の新しい
分野の教育を打ち出しているわけではない」２５）と述べ
ており，鹿嶋研之助は「キャリア教育は，（中略）若
者の学校生活から社会生活への移行を取り巻く環境が
極めて悪化しているにもかかわらず，そのような状況
に十分には対応できていない学校教育及び進路指導の
在り方を改善する取り組みとして，言い換えれば，
『学校と社会』『教育と職業』『知識と労働』との乖離
を埋めるための教育実践として，いま正にその緒につ
こうとしている」２６）と述べている。「接続答申」にお
いて文部省が想定していた「キャリア教育」は，やは
り「進路指導改革としてのキャリア教育」と捉えるこ
とが妥当であるといえる。
一方，木岡・加藤（２０００）では「接続小委」につい

て，特に多くの時間を割いた大学入試の議論に着目し
て以下のようにまとめている。

「接続小委，『初等中等教育と高等教育との接続に
ついて』，（中略）『後期中等教育段階における多様
性』と『高等教育段階における多様性』との『接続』
の改善を指摘，多様な選抜を推進し，また，大学進
学希望者がいずれかの大学に入学できるようになる
近い将来においては，『大学と学生とのよりよい相
互選択』，学生の『主体的な進路選択』を課題とし
て示す。」２７）

学生の進路選択に関する課題と，そのための各教育
段階間の接続の改善をポイントとして挙げており，
「接続答申」における最重要ポイントとして当時何が
考えられていたかを鮮明にしている。やはり，キャリ
ア教育も各段階間の円滑な接続あってこそのものとし
て想定されていたわけである。
このような，「接続答申」が出された当初想定され

ていた「キャリア教育」というものと，その後数年を
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経たのちに展開された「キャリア教育」という名を冠
する教育とを比べて，後に渡辺三枝子は「平成１１年に
中央教育審議会の『初等中等教育と高等教育との接続
の改善について』の答申の中で提言されたときには，
キャリア教育がこんなに注目され，各方面から好意的
に受け止められるようになるとは全く予想できなかっ
た」２８）と述べている。少なくとも「接続答申」が出さ
れた当時には，教育関係者も，そして文部省自身も，
「進路指導改革としてのキャリア教育」以上のものは
想定していなかったことが窺える記述である。

４．まとめと課題

Ａ．まとめ

ここまで見てきたように，「接続答申」において掲
げられた「キャリア教育」の意味するところを考えて
みると，それは決して「今日におけるキャリア教育の
出発点」とストレートに断言できるものではないこと
が分かる。「接続答申」に登場する「キャリア教育」の
位置づけは「進路指導改革のキャッチフレーズ」とい
うのが妥当なところであり，少なくとも今日に繋がる
キャリア教育の展開が当時から見据えられていたわけ
では決してないのである。
繰り返しになるが，「接続答申」当時に文部省が考

えていたことは「進路指導の見直し」であった。そし
てその必要性は「接続小委」の議論の中で突然降って
湧いたものではなく，１９９０年代半ばの中教審や理産審
等で既に検討すべき課題として認識されていたもので
あった。その「進路指導を見直さなくてはいけない」
という問題意識を「初等教育→中等教育→高等教育→
職業生活という全教育段階の円滑な接続」という１本
の筋道に乗せて表現したものが，「接続答申」におい
て現れた「キャリア教育」という文言だったのである。
多くの先行研究が触れているように，「キャリア教

育」という文言が文部省関連の政策文書で初めて登場
したのは「接続答申」である。しかし，キャリア教育
に関する全ての関連施策の中で，「接続答申」が持つ
意味はそれ以上でもそれ以下でもない，と言っても決
して過言ではないであろう。「接続小委」が答申にお
いて「キャリア教育」の語に込めた意味は「進路指導
の在り方を，初等教育から職業生活に至るまで一貫し
た接続体系をつくるという観点から見直すことが必要
である」というものであり，決して今日のキャリア教
育政策の展開を見通していたわけでもなければ，「進
路指導を見直す必要がある」という問題意識をこのと

き初めて文部省が抱いたわけでもない。文部省は少な
くとも，「接続小委」が設置される以前の１９９０年代半
ばにはこうした問題意識を明確に抱いていたからであ
る。
そして，冒頭「はじめに」の章で触れたように，今

日においては「新卒学生の就職率向上の処方箋」とし
ての機能を期待されつつある「キャリア教育」である
が，「接続答申」の中では当時のフリーター志向の広
まりを「こうした現象は，経済的な状況や労働市場の
変化なども深く関係するため，どう評価するかは難し
い問題」としているように，経済動向や労働市場の変
化とは少し距離を置いたところで「キャリア教育」を
考えることの意義も「接続答申」には込められていた
といえる。「キャリア教育」に就職率向上に直接寄与
する機能があるのか否かは改めて分析する必要のある
課題であるが，少なくとも「キャリア教育」という言
葉が現れた当初においては，それを経済や労働市場の
動向とは切り離して考えることも意図されていたこと
は見落としてはならない点であるといえよう。

Ｂ．これからの課題

以上見てきたように，「接続答申」における「キャ
リア教育」が意味するところは，進路指導を「初等教
育→中等教育→高等教育→職業生活」と連なる１本の
筋道を念頭に置いて見直す必要性を顕わにすることで
あったといえる。
その一方，本論文の冒頭で触れたように，今日にお

いては「キャリア教育」が「学生の就職に直結するも
の」として捉えられ，「新卒就職率向上の処方箋」と
しての期待を付与されつつあることもまた事実であ
る。ここに至る，この１０年間における「キャリア教育」
という言葉の意味内容の変化はどのような経過を辿
り，またその変化はどのような背景のもとに生じてき
たのか。このことを分析するにはさらに膨大な紙幅が
必要になり，また本論文の目的である「『キャリア教
育』という言葉の出発点における意味づけ」をぼかす
ことにもなってしまうため，そうした変遷の分析につ
いてはまた稿を改めて行うこととしたい。

（指導教員 勝野正章准教授）

注

１）この定義は，２０１０年５月１７日に出された中央教育審議会「キャ

リア教育・職業教育特別部会」の第２次審議経過報告『今後の学

校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について』の中で記
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されているものであり，文部科学省の公式文書にある「キャリア

教育」の定義としては最新のものである。

２）具体的には厚生労働省・経済産業省・農林水産省が関与してい

る他，内閣府に設置される複数省庁から成る会議でも，関連する

事項が少なからず議論されている。

３）http : //www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/career-education/in-

dex.htmlに掲載されている（最新アクセス日：２０１０年９月２０日）。

この定義は平成１９年５月に発表された「キャリア教育等推進プラ

ン」に記されたものである。

４）藤田（２００３）p.３８

５）読売新聞２００９年１１月１０日より。

６）読売新聞２０１０年３月３０日より。その記事中ではキャリア教育を

「子どもたちが主体的に自分の進路を選択・決定できる能力や勤

労観・職業観を身につけるための指導」と説明している。

７）論文題目の「中教審」および「接続答申」も同様のものを示す

略記である。

８）日本キャリア教育学会編（２００８）pp.４２―４３

９）渡辺（２００４a）p.３７

１０）大津（２００８）p.１０７

１１）三村（２００３）p.３

１２）吉田（２００４）p.３１

１３）鹿嶋（２００４a）p.３

１４）鹿嶋（２００７）p.１４

１５）板橋（２００２）p.３

１６）宮下（２００７）p.２０７

１７）森田（２００６）pp.１２―１９

１８）本表の作成にあたっては文部時報および文部科学省ホームペー

ジを参照した。文部時報は１９９９年１月号から同年１２月号までの各

号における「中教審ニュース」のページを参照した。また，文部

科学省ホームページの「接続小委」に関する部分は，http : //www.

mext.go.jp/b_menu/shingi/12/chuuou/index.htm#gijiroku（最新アクセ

ス日：２０１０年９月２０日）である。

１９）公表されている議事録からは，専門委員である荒井克弘氏の発

言に対する質問であるということが分かるのみで，どの委員が

行った発言かは分からない。

２０）１９７１年，当時のマーランド連邦教育局長官が提唱したことに端

を発する教育革新運動であり，すべての児童・生徒・学生に知的

教科と職業的教科の双方を並行して指導，中等教育／高等教育終

了後の主体的な進路選択とその後の職業生活における自己実現に

必要な知識・技能・態度等を育成しようとしたものである（鹿嶋

２０００ p.４２）。高等教育機関を職業生活の広がりの中で捉えてい

る点で，昨今の日本における「高等教育機関との接続が中心」

（渡辺２００４b p.４）のものとは異なっている。

２１）ただし，この児美川（２００７）では「進路指導改革としてのキャ

リア教育」は早くも１９７０年代に始まり，「接続答申」によってそ

れが「若年雇用対策としてのキャリア教育」へと展開したとして

おり，その時期区分において本論文とはスタンスが異なることに

なる。この児美川（２００７）における時期区分の妥当性については

「接続答申」の分析だけから明らかにすることは難しいため，本

論分では扱わないこととする。

２２）板橋（２０００）p.１９

２３）Ibid. p.２０

２４）職業教育課は，学校段階としては高等学校段階のみを所管する

課であった。

２５）尾崎（２００３）p.１

２６）鹿嶋（２００４b）p.１７

２７）木岡・加藤（２０００）p.１２１

２８）渡辺（２００７）p.４８
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